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平成２９年度化学物質排出量・移動量の集計結果 

 

秋 田 県 環 境 管 理 課 

平成３１年３月２０日 

 

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」に基づき、秋

田県内の事業者から届出があった平成２９年度の化学物質排出量・移動量の集計結果は、次のと

おりです。 

 

１ 排出量・移動量の届出状況 

平成２９年度に事業者が把握した化学物質の排出量及び移動量について、平成３０年度に県

内４７１事業所から届出がありました。業種別届出状況については、以下のとおりです。 
 

表１ 業種別届出状況 

業 種 名 届出数 業 種 名 届出数 

金属鉱業 8 

 

一般機械器具製造業 4 

原油・天然ガス鉱業 5 電気機械器具製造業 30 

製造業 106 輸送用機械器具製造業 4 

 食料品製造業 1 精密機械器具製造業 4 

酒類製造業 1 医療用機械器具・医療用品製造業 2 

衣服・その他の繊維製品製造業 1 電気業 3 

木材・木製品製造業 2 下水道業 38 

家具・装備品製造業 1 鉄道業 2 

パルプ・紙・紙加工品製造業 1 倉庫業 2 

出版・印刷・同関連産業 1 石油卸売業 11 

化学工業 7 燃料小売業 239 

医薬品製造業 3 計量証明業 1 

石油製品・石炭製品製造業 10 一般廃棄物処理業(ごみ処分業に限る) 37 

プラスチック製品製造業 3 産業廃棄物処分業 13 

窯業・土石製品製造業 3 医療業 1 

鉄鋼業 5 高等教育機関 2 

非鉄金属製造業 8 自然科学研究所 3 

金属製品製造業 15 合  計 471 

（参考）届出事業者＝次の３つの要件全てに該当する事業者 

①対象業種（製造業、金属鉱業等２４業種）を営む事業者、②常用雇用者数２１人以上の事業者、 

③第一種指定化学物質の年間取扱量が１トン以上の事業所等を有する事業者 

 

表２ 主な業種の事業所数の推移 

業  種 
事業所数 

27 年度 28 年度 29 年度 

燃料小売業 244 245 239 

製造業 103 104 106 

廃棄物処理業 53 51 50 

下水道業 38 38 38 

その他の業種 42 41 38 

合  計 480 479 471 
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